
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目  款：災害復旧費　項：農林水産施設災害復旧費　　目：林業用施設災害復旧費　　　
	事業名　林道災害復旧費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　森林整備課　林道係　電話番号：058-272-1111（内3192）
　　　　　　　　  E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　517,521千円（前年度予算額：202,714千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	202,714
	198,792
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,922

	要求額
	517,521
	514,966
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,555

	決定額
	517,521
	514,966
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,555


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
災害により被災した林道の早期復旧を図るため、市町村が実施する復旧事業に対し補助する。林野庁より当年発生災害の復旧進度を85.0％とするよう指導があるが、秋の豪雨による災害が多く復旧進度が延びない。
なお、平成30年７月豪雨災害が多かったことから、過年災の事業費が増大している。

（２）事業内容

（ア）事業目的・事業効果

民有林林道において発生した現年災および過年災について林道施設の早期復旧を図るため市町村が実施する災害復旧事業に対して助成する。
（イ）補助対象事業：
林道施設の復旧に係る事業　　　　
（３）県負担・補助率の考え方

１）県負担：無

２）補助率の考え方：

（現年災）   過去５年間の平均被害額によって算出

・復旧事業費 　奥地幹線林道に係る事業  国81.6%　市町村等18.4%

　　   　            その他の林道に係るもの　国78.6%　市町村等21.4%

・指導監督費 　奥地幹線林道に係る事業  国65.0%　県35.0%

　               　  その他の林道に係るもの　国50.0%　県50.0%

（過年災） 

前年災　過去３年間の国庫補助率（実績）の平均補助率によって算出

  　　 ・復旧事業費 　奥地幹線林道に係る事業  国80.2%　市町村等19.8%

                      その他の林道に係るもの　国72.6%　市町村等27.4%

（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	511,764
	現年災 29箇所 102,016千円、過年災71箇所409,748千円

	その他
	5,757
	指導監督事務費

	合計
	517,521
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　第３期岐阜県森林づくり基本計画
（２）事業主体及びその妥当性
　１）事業主体：市町村

２）妥当性：農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律に基づく実施
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・異常な天然現象により被災した林道施設について、従前の機能を３年以内に回復させるため市町村が実施する復旧事業に対し補助する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	29年発生災害復旧率
　　（事業費）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	100%
(H30)
	100%
（H31）
	100％


	30年発生災害復旧率
　　（事業費）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	70%
（H30）
	100%
（H31）
	70％


	31年発生災害復旧率
　　（事業費）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	100%
（H31）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・林道施設における災害復旧を実施
・平成30年度は平成29年発生災害及び平成30年発生災害の復旧を行った。


（前年度の成果）

	・林道施設の早期復旧を推進することにより、林道の維持保全を図り、林業経営の安定を図っている。

・復旧率は平成29年発生災害100％、平成30年発生災害85％を目標にしている。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	・毎年災害が発生しており、災害復旧への地域要望は依然として高い。

・林道の維持保全を図り、林業経営の安定を図るために、実施していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・災害発生後３年以内に復旧することを目標としているところ、ほとんどの箇所では２年以内に復旧を完了している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・補助対象経費については、被災した市町村からの災害復旧事業計画をもとに、現地又は机上にて災害査定を行うなど、必要なものに限定して執行している。


（今後の課題）

	・早期復旧を図るとともに、復旧工法について経済的、効率的な工法の選択に努める必要がある。



（次年度の方向性）
	・林道の維持保全及び林業経営の安定を図るために、林道施設の早期復旧を実施していく必要がある。



